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(57)【要約】
【課題】熱間延性に優れ、熱間鍛造後に空冷または風冷
した場合に安定して完全なフェライト・パーライト組織
となる、破断分割性に優れた高強度非調質鋼および破断
分割用鋼部品を提供する。
【解決手段】質量％で、Ｃ：０．３０％～０．４５％、
Ｓｉ：０．５０％～０．８０％未満、Ｍｎ：０．７６％
～１．１７％、Ｐ：０．０４０％～０．０８０％、Ｓ：
０．０４０％～０．１１８％、Ｃｒ：０．０５～０．２
０％以下、Ａｌ：０．０１０％以下、Ｖ：０．２７％～
０．４５％、Ｎ：０．００５０％～０．０１４５％を含
有し、残部Ｆｅと不可避的不純物からなり、熱間延性を
確保し、熱間鍛造後、空冷または風冷した場合に、フェ
ライト分率６０％以上のフェライト・パーライト組織に
せしめる三つの成分組成制約式を満足する高強度破断分
割用非調質鋼および破断分割用鋼部品。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、
Ｃ：０．３０％～０．４５％、
Ｓｉ：０．５０％～０．８０％未満、
Ｍｎ：０．７６％～１．１７％、
Ｐ：０．０４０％～０．０８０％、
Ｓ：０．０４０％～０．１１８％、
Ｃｒ：０．０５～０．２０％、
Ａｌ：０．０１０％以下、
Ｖ：０．２７％～０．４５％、
Ｎ：０．００５０％～０．０１４５％
を含有し、残部Ｆｅと不可避的不純物からなり、
下記（１）式で定義するＫ値が１．３以下、下記（２）式で定義するＦ値が３．０以下、
および下記（３）式で定義するＲ値が３５以上であることを特徴とする高強度破断分割用
非調質鋼。
Ｋ＝－０．５６×％Ｃ－０．０７×％Ｓｉ＋１．３×％Ｍｎ＋０．８０×％Ｃｒ
　　－１．８０×％Ｐ＋０．１９％Ｖ－５．６×％Ｎ　・・・（１）
Ｆ＝４．３×％Ｃ－０．２１×％Ｓｉ＋１．０×％Ｍｎ＋１．４×％Ｃｒ
　　－１．９０×％Ｐ＋１．８％Ｖ－６．６×％Ｎ　・・・（２）
Ｒ＝４６．７－７．４×％Ｓｉ＋３７．７×％Ｍｎ－３４９×％Ｓ－１２．０×％Ｖ
　　－１７４×％Ａｌ　・・・（３）
ここで、式中、％Ｃ、％Ｓｉ、％Ｍｎ、％Ｃｒ、％Ｐ、％Ｖ、％Ｎ及び％Ｓは、鋼中の含
有量（質量％）であり、％Ａｌは、不純物としての含有量（質量％）である。
【請求項２】
　さらに、質量％で、
Ｃａ：０．０００５～０．００３０％、
Ｚｒ：０．０００５～０．００３０％、
Ｔｅ：０．０００５～０．００３０％、
及びＴｉ：０．００５～０．０５０％
の内のいずれか１種もしくは２種以上を含有することを特徴とする請求項１記載の高強度
破断分割用非調質鋼。
【請求項３】
　さらに、質量％で、Ｐｂ：０．０１０～０．０５０％を含有し、Ｒ値を上記（３）式に
代えて、下記（３’）式により定義するＲ値が３５以上であることを特徴とする請求項１
または２記載の高強度破断分割用非調質鋼。
Ｒ＝４６．７－７．４×％Ｓｉ＋３７．７×％Ｍｎ－３４９×％Ｓ－１２．０×％Ｖ
　　－１７４×％Ａｌ－８６．６×％Ｐｂ　・・・（３’）
ここで、式中、％Ｓｉ、％Ｍｎ、％Ｓ、％Ｖ及び％Ｐｂは、鋼中の含有量（質量％）であ
り、％Ａｌは、不純物としての含有量（質量％）である。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれかに記載の鋼からなり、熱間鍛造して冷却後の鋼組織が、フェ
ライト・パーライト組織であることを特徴とする高強度破断分割用鋼部品。
【請求項５】
　鋼組織のフェライト体積分率が６０％以上であることを特徴とする請求項４記載の高強
度破断分割用鋼部品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、破断分割して使用する鋼部品用の素材であって、熱間鍛造による鋼部品成形
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直後、所定の冷却を施して使用するのに好適な高強度破断分割用非調質鋼、およびその非
調質鋼を素材とした高強度で、かつ優れた破断分割性を兼ね備えた破断分割用鋼部品に関
わるものである。
【背景技術】
【０００２】
　最近の自動車エンジン用鍛造部品および足廻り用鍛造部品は、調質処理の省略が可能な
熱間鍛造用非調質鋼（以下、非調質鋼とする）が適用されている。非調質鋼は熱間鍛造後
、空冷または風冷ままで、すなわち旧来の焼入れ焼戻しの調質処理を省略しても、優れた
機械的性質を実現するように成分設計された鋼である。
【０００３】
　非調質鋼が広く適用されている部品のひとつとして、エンジン用コネクティングロッド
（以下、コンロッドと呼ぶ）がある。コンロッドはキャップとロッドの２つの部品から成
っており、従来はキャップとロッドを別々に作製して、ボルト締結していた。しかし、こ
の方法ではキャップとロッドの接合面を高精度に仕上げる必要があり加工コストがかかる
。このため、近年はキャップとロッドが一体となった形状に熱間鍛造成型した後、大端部
内側に切欠きを加工して衝撃引張りによりキャップとロッドに破断分割し、再度、破断破
面をつき合わせ、ボルト接合する方法が採用されるようになってきている。このような破
断分割コンロッドは、接合面の仕上げ加工工程を省略できることからコスト低減になるの
みならず、破面がコンロッドにかかる応力の一部を負担するため強度に優れ、よってボル
ト及び本体を小型化できるメリットもある。
【０００４】
　破断分割コンロッドが広く普及した欧米において最も一般的な破断分割用の非調質鋼は
約０．７重量％の炭素を含む高炭素鋼である。高炭素組成にすると低延性化するため、破
断加工が容易で、かつ破断時の変形が小さくなるというメリットが得られるが、反面、降
伏強さや耐久強さに劣るという欠点も生じる。
【０００５】
　従来の高炭素鋼の欠点を克服する比較的低炭素の高強度非調質鋼として、下記の特許文
献が開示されている。
【０００６】
　例えば、特許文献１および特許文献２に記載されている熱間鍛造用非調質鋼は、中炭素
（Ｃ：０．３０から０．６０重量％）とすることで降伏強さを向上させており、加えてＭ
ｎ含有量とＮ含有量を低減することで、高い破壊性すなわち小さな破断変形を実現してい
る。
【０００７】
　また、鋼中に第２相粒子を分散させて破断性を高めた鋼も多く提案されている。例えば
、特許文献３では、低Ｍｎ化および低Ｎ化に加えて、ＴｉＣ粒子の分散により、Ｃ含有量
０．３５％未満の低炭素鋼でも、十分な破断分割性が得られることが記載されている。Ｔ
ｉＣ分散を利用した発明は特許文献４にも記載されている。特許文献４では、熱間鍛造時
にＴｉＣによるオーステナイト粒のピン止めが不十分で混粒になるため、冷却後に大きな
パーライト粒が変態し、これが破断分割性を高めるとしている。
【０００８】
　特許文献５には、Ｔｉ炭硫化物とＺｒ炭硫化物の最大直径が１０μｍ以下、その量の和
が清浄度で０．０５％以上である被削性に優れた低延性非調質鋼材が記載されている。
破断性を高める手段としてパーライト組織分率を高める方法も一般的である。特許文献６
には、Ｃ：０．２～０．５％、Ｖ：０．０５～０．５％を含有し、フェライト分率が２０
％以下のフェライト－パーライト鋼を破断分割コンロッドに適用することが記載されてい
る。
【０００９】
　さらに、特許文献７には、鋼中のＴｉＮ介在物の最大直径が５μｍ以上かつその量が数
密度５個／ｍｍ２以上、かつパーライト面積率が２０％以上であることを特徴とする破断
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分割に適した高強度非調質鋼が記載されている。
【００１０】
　一方、パーライトの面積率を４０％以下とするとともに、硫化物形態を制御することで
ランダム且つ凹凸の大きい破面を得る方法が特許文献８に記載されている。
【００１１】
　以上に加えて、特許文献９記載のように比較的多量のＰを添加して破断時の変形を抑制
する方法も知られている。特許文献１０には、パーライト組織分率を５０％以上とすると
共に、炭素含有量０．４～０．５％の場合にはＰを０．０５～０．１５％添加するのが適
切であるとしている。
【００１２】
　Ｓｉ、Ｖ、Ｔｉ、Ｐおよび固溶Ｖを利用して脆性破壊を促進する方法、および切り欠き
を用いて脆性破壊を促進する方法を種々記載した特許文献としては特許文献１１がある。
【００１３】
　これまでに公開された破断分割用コンロッドの発明を概観すると、鋼組織をフェライト
・パーライトと限定していることは共通である。しかし、適正なフェライトとパーライト
組織の比率については大きく異なり、フェライトを２０％以下とするもの、あるいはパー
ライトを４０％以下とするものなどがある。破断分割性を高める方法としては多種多様あ
り、Ｔｉ炭硫化物の分散、Ｔｉ窒化物の分散、Ｍｎ含有量の低減、析出強化の利用、多量
のＰ添加、加えてコンロッドに切り欠きを加工する方法などが見られる。
【００１４】
【特許文献１】特開平１０－３２４９５４号公報
【特許文献２】特開平１１－１５２５４６号公報
【特許文献３】特開平１１－３１５３４０号公報
【特許文献４】特開２００５－２３６７号公報
【特許文献５】特開平１１－２８６７４６号公報
【特許文献６】特開２００３－１９３１８４号公報
【特許文献７】特開２００４－２７７８１７号公報
【特許文献８】特開２００３－３４２６７１号公報
【特許文献９】特開平１０－２１９３８９号公報
【特許文献１０】特開２００２－２７５５７８号公報
【特許文献１１】特開平９－１７６７８５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　本発明の主な対象部品となるのは破壊分割して使用される高強度コンロッドであり、高
い強度、具体的には８５０ＭＰａ以上の引張り強さと６５０ＭＰａ以上の０．２％耐力を
備えると共に、優れた破断加工性を実現するものである。この要求を満たすためには、で
きる限り低炭素組成であって部品の組織は完全なフェライト・パーライト組織となること
が望ましい。しかし、炭素含有量の低い鋼で８５０ＭＰａ以上の引張り強さに調節しよう
とすると、炭素以外の合金元素量を増やさざるを得なくなり、その結果、熱間鍛造品にベ
イナイト組織が変態しやすくなる。ベイナイトが変態すると、破断性が低下するだけでな
く、降伏強さや降伏比が低下して部品として必要な機械的性質が得られなくなるという問
題が生ずる。
【００１６】
　また、これら破断分割性に優れた鋼材は、常温のみならず熱間においても延性が低く、
よって素材棒鋼の製造ならびに熱間鍛造時にキズ、割れが生じ易いという一般的特徴があ
る。鋼素材の鋳造、熱間圧延、および部品の熱間鍛造の容易さは工業的に非常に重要であ
り、高い熱間延性が必要である。
【００１７】
　本発明が解決しようとする課題は、熱間延性に優れ、熱間鍛造後に空冷または風冷した
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場合に安定して完全なフェライト・パーライト組織となる、破断分割性に優れた高強度非
調質鋼および破断分割用鋼部品を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　本発明者らは、上記課題を解決するために、鋭意、実験を重ねて研究した結果、次の点
を知見して本発明を完成した。
【００１９】
　１）鋼の基本成分組成として、Ｃ：０．３０～０．４５％とし、Ｓｉ：０．５０～０．
８０％未満、さらにＶ：０．２７％～０．４５％添加してＶ炭窒化物を鋼中に析出、分散
させることにより、フェライトを強化し、降伏強さ、引張り強さを向上させ、かつ延性を
低下させる。
【００２０】
　２）下記（１）式で定義するＫ値を１．３（％）以下とすることで、熱間鍛造後、空冷
または風冷した場合に完全なフェライト・パーライト組織が得られる。
Ｋ＝－０．５６×％Ｃ－０．０７×％Ｓｉ＋１．３×％Ｍｎ＋０．８０×％Ｃｒ－１．８
０×％Ｐ＋０．１９％Ｖ－５．６×％Ｎ　・・（１）　（％元素記号は、鋼中含有率％）
【００２１】
　３）優れた破断分割性を得るには、フェライト・パーライト組織中のフェライト分率を
６０％以上とし、そのためには、下記（２）式で定義するＦ値を３．０（％）以下とする
。
Ｆ＝４．３×％Ｃ－０．２１×％Ｓｉ＋１．０×％Ｍｎ＋１．４×％Ｃｒ－１．９０×％
Ｐ＋１．８％Ｖ－６．６×％Ｎ　・・（２）　（％元素記号は、鋼中含有率％）
【００２２】
　４）優れた熱間延性を得るには、下記（３’）式で定義するＲ値を３５（％）以上とす
る。
Ｒ＝４６．７－７．４×％Ｓｉ＋３７．７×％Ｍｎ－３４９×％Ｓ－１２．０×％Ｖ－１
７４×％Ａｌ－８６．６×％Ｐｂ・・（３’）　（％元素記号は、鋼中含有率％）
【００２３】
　本発明は上記知見に基づいて完成したもので、本発明の要旨とするところは、次のとお
りである。
【００２４】
　（ａ）質量％で、
Ｃ：０．３０％～０．４５％、
Ｓｉ：０．５０％～０．８０％未満、
Ｍｎ：０．７６％～１．１７％、
Ｐ：０．０４０％～０．０８０％、
Ｓ：０．０４０％～０．１１８％、
Ｃｒ：０．０５～０．２０％、
Ａｌ：０．０１０％以下、
Ｖ：０．２７％～０．４５％、
Ｎ：０．００５０％～０．０１４５％
を含有し、残部Ｆｅと不可避的不純物からなり、
下記（１）式で定義するＫ値が１．３以下、下記（２）式で定義するＦ値が３．０以下、
および下記（３）式で定義するＲ値が３５以上であることを特徴とする高強度破断分割用
非調質鋼。
Ｋ＝－０．５６×％Ｃ－０．０７×％Ｓｉ＋１．３×％Ｍｎ＋０．８０×％Ｃｒ
－１．８０×％Ｐ＋０．１９％Ｖ－５．６×％Ｎ　・・（１）
Ｆ＝４．３×％Ｃ－０．２１×％Ｓｉ＋１．０×％Ｍｎ＋１．４×％Ｃｒ
－１．９０×％Ｐ＋１．８％Ｖ－６．６×％Ｎ　・・（２）
Ｒ＝４６．７－７．４×％Ｓｉ＋３７．７×％Ｍｎ－３４９×％Ｓ－１２．０×％Ｖ
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－１７４×％Ａｌ・・（３）
ここで、式中、％Ｃ、％Ｓｉ、％Ｍｎ、％Ｃｒ、％Ｐ、％Ｖ、％Ｎ及び％Ｓは、鋼中の含
有量（質量％）であり、％Ａｌは、不純物としての含有量（質量％）である。
【００２５】
　（ｂ）さらに、質量％で、Ｃａ：０．０００５～０．００３０％、
Ｚｒ：０．０００５～０．００３０％、
Ｔｅ：０．０００５～０．００３０％、
及びＴｉ：０．００５～０．０５０％
の内のいずれか１種もしくは２種以上を含有することを特徴とする上記（ａ）記載の高強
度破断分割用非調質鋼。
【００２６】
　（ｃ）さらに、質量％で、Ｐｂ：０．０１０～０．０５０％を含有し、Ｒ値を上記（３
）式に代えて、下記（３’）式により定義するＲ値が３５以上であることを特徴とする上
記（ａ）または（ｂ）記載の高強度破断分割用非調質鋼。
Ｒ＝４６．７－７．４×％Ｓｉ＋３７．７×％Ｍｎ－３４９×％Ｓ－１２．０×％Ｖ
－１７４×％Ａｌ－８６．６×％Ｐｂ・・（３’）
ここで、式中、％Ｓｉ、％Ｍｎ、％Ｓ、％Ｖ、％Ａｌ、及び％Ｐｂは、鋼中の含有量（質
量％）であり、％Ａｌは、不純物としての含有量（質量％）である。
ここで、式中、％Ｓｉ、％Ｍｎ、％Ｓ、％Ｖ、及び％Ｐｂは、鋼中の含有量（質量％）で
あり、％Ａｌは、不純物としての含有量（質量％）である。
【００２７】
　（ｄ）上記（ａ）乃至（ｃ）のいずれかに記載の鋼からなり、熱間鍛造して冷却後の鋼
組織が、フェライト・パーライト組織であることを特徴とする破断分割用鋼部品。
【００２８】
　（ｅ）鋼組織のフェライト体積分率が６０％以上であることを特徴とする上記（ｄ）記
載の破断分割用鋼部品。
【発明の効果】
【００２９】
　本発明の高強度破断分割用非調質鋼は、熱間延性に優れ、熱間鍛造後に空冷または風冷
した場合に安定して完全なフェライト・パーライト組織となり、破断分割性に優れている
。そして、その高強度破断分割用非調質鋼から製造した鋼部品は、高強度で、かつ破断時
に変形量が小さい優れた破断分割性を有すると共に、製造時に必要とされる十分な熱間延
性を備える。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３０】
　破断分割用の非調質鋼はすでに多くの発明が開示されており、それら発明の特許請求の
範囲には非常に広い範囲の鋼組成が記載されている。しかし、通常の工業的生産ができる
程度に熱間延性に優れること、熱間鍛造後、空冷または風冷した場合に完全なフェライト
・パーライト組織となること、高強度であること、および破断分割に優れること等の必要
要件を全て備えた鋼は非常に少ない。
【００３１】
　フェライト・パーライト組織は、焼戻しマルテンサイト、またはベイナイト組織と比較
して延性や衝撃値が低く、破断分割時の変形を効果的に抑制する効果を有する。
そこで、本発明者らは特に熱間鍛造後、空冷または風冷した場合に、完全なフェライト・
パーライト組織を形成すると共に熱間延性に優れた成分組成を検討して高強度破断分割分
品用鋼の最適成分組成を創案した。
【００３２】
　本発明の鋼部品は、特徴の第１が、Ｖ析出強化を積極的に利用した非調質鋼からなるも
のであって、その特徴の一つは完全なフェライト・パーライト組織を備えることである。
従来の発明による破断分割部品は、少量のベイナイトをしばしば含有し、破断分割性や機
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械的性質の劣化原因となっていたが、本発明ではこれを改善し、工業的生産において安定
な材質を確保した。
【００３３】
　特徴の第２は、本発明の鋼で製造した部品のフェライト体積分率を６０％以上と非常に
大きな値に制御していることである。フェライトの体積分率を６０％以上と高めかつ大幅
に析出強化した鋼においては、破断時の変形が小さく、破面直下に発生する剥離や最終破
断部に発生する欠けが抑制される。
【００３４】
　これら破断分割部品としての材質に加え、本発明の第３の大きな特徴は破断分割用鋼一
般に共通する熱間延性の低さという欠点を改善したことである。通常の破断分割用鋼で大
きな問題となるのは、鋳造時に発生する割れやキズと、その後の熱間加工、すなわち素材
棒鋼の熱間圧延や、部品の熱間鍛造時のキズ発生である。工業生産上、特に問題となるの
は前者、すなわち鋳造時に発生する割れやキズであるが、この問題解決を課題とした発明
例はなく、効率的な工業生産が容易でない鋼が多く提案されていた。
【００３５】
　先ず、実部品を熱間鍛造で成形し、その直後空冷あるいは風冷して冷却した場合に、安
定して完全なフェライト・パーライト組織を得るという課題を解決するにあたって、含Ｖ
中炭素鋼を中心とした種々の鋼を対象として熱間鍛造－冷却工程を再現する実験を行った
。
【００３６】
　実験の対象としたのは、Ｃ量：０．１１～０．５０％（質量％、以下同じ。）、Ｓｉ：
０．１５～１．４１％、Ｍｎ：０．４０～１．２１％、Ｐ：０．００６～０．１１５％、
Ｓ：０．００７～０．１０８％、Ｃｒ：０．０２～０．５０％、Ａｌ：０．００１～０．
０３４％、Ｖ：０．２０～０．４５％、Ｔｉ：０～０．０５９％、Ｐｂ：０～０．２６０
％、Ｃａ：０～０．００４１％、Ｎ：０．００２２～０．０１４１％の成分組成の６８水
準の鋼であり、実験は熱間加工再現装置を用い、以下の条件で行った。試験片は直径８ｍ
ｍ、高さ１２ｍｍとした。この試験片を１５２３Ｋに加熱後、１．０Ｋ／ｓの冷却速度で
冷却しつつ、冷却途中の１３２３Ｋで高さ比６０％の圧縮加工を施し、さらに１．０Ｋ／
ｓの冷却速度で室温まで冷却した。その後、試料を中心線上で２分割し、試料の１／４厚
さ部の組織を光学顕微鏡を用いて観察し、ベイナイト組織の有無を判断した。具体的には
、硝酸アルコール希釈液（ナイタール）にて腐食した組織を２００倍の倍率で光学顕微鏡
観察し、不定形のフェライト粒の割合を測定した。完全なフェライト・パーライト組織に
観察される初析フェライト粒は、白色で多角形形状であるが、同じく白色ながら微量の炭
化物が析出した不定形の組織が発現した場合、それはベイナイトであると判断した。不定
形とは、基本的に粒界に凹凸がある形状あるいは針状に変化した形状を示す。本発明では
、初析フェライト粒とベイナイト粒の総数に占めるベイナイト粒の割合が３％未満の時、
組織はフェライト・パーライトであるとする。ベイナイト粒が３％未満であれば材質にほ
とんど影響がないからである。
【００３７】
　このようにして、鋼成分組成とベイナイト組織分率の関係を重回帰分析で調べたところ
、範囲に下記（１）式で定義するＫ値が１．３０（％）以下のときにベイナイト分率が３
％以下となることが分かったので、該Ｋ値を１．３以下に限定した。
Ｋ＝－０．５６×％Ｃ－０．０７×％Ｓｉ＋１．３×％Ｍｎ＋０．８０×％Ｃｒ
　　　－１．８０×％Ｐ＋０．１９％Ｖ－５．６×％Ｎ　・・（１）
ここで、式中、％Ｃ、％Ｓｉ、％Ｍｎ、％Ｃｒ、％Ｐ、％Ｖ、及び％Ｎは、鋼中の含有量
（質量％）である。
【００３８】
　なお、本発明が対象とする部品では、熱間鍛造直後の冷却中１０７３～６７３Ｋの平均
冷却速度（温度差４００Ｋを１０７３Ｋから６７３Ｋまで温度が低下する経過時間で割っ
た値）が２．０Ｋ／ｓ以下であることを前提としているが、平均冷却速度２．０Ｋ／ｓで
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空冷した実部品の組織と硬さを熱加工再現装置の単純加熱－等速度冷却で再現するには、
γ化後の平均冷却速度を１．０Ｋ／ｓとするのが適当である。
【００３９】
　次に、破断性に及ぼす組織の影響について検討した。
【００４０】
　試験片の素材は上記Ｋ値を求めるのに用いた６８水準のうち、Ｃ量：０．２０～０．５
０％（質量％、以下同じ。）、Ｃｒ：０．０２～０．２０％、Ａｌ：０．０１０％以下、
Ｔｉ：０～０．０３０％、Ｐｂ：０．１０％以下の範囲にある４２水準を用いた。これら
鋼素材は、１６ｋｇ実験炉にて溶解し、インゴットに鋳造後、断面２５×１００ｍｍの板
材に熱間加工したものである。さらに、熱間鍛造工程を再現するため、この板状素材を１
００ｍｍ長さに切断し、１５０３Ｋに５分加熱後、風速５ｍ／ｓの風を当てて室温まで冷
却した。冷却後、図１（ａ）に示したコンロッドの大端部を模した形状の試験片を仕上げ
加工した。内径の１８０°で相対する２カ所には、深さ１．０ｍｍ、先端曲率０．５ｍｍ
の４５°Ｖノッチを加工した。さらに、図１（ｂ）に示すように直径８．０ｍｍの貫通穴
４を中心線がノッチ加工側の側面から８．０ｍｍの位置となるように開けてある。
【００４１】
　破断性に関する試験は以下の通りである。すなわち、図１の試験片の内径を測定した後
、図１の上下方向に割れる割り型を入れ、割り型の中央に作ったくさび受け口にくさびを
差し込み、くさびに２００ｋｇの重りを４０ｍｍ高さから落とすことで、試験片を切り欠
き位置で衝撃的に破断した。なお、割り型はレール上にあって、片方は固定、もう一方の
割り型はレール上を滑る構造となっており、破断後に２分割された試験片が割り型からは
ずれないように、試験片はボルトで割り型に固定されている。
【００４２】
　試験前後の変形量は、内径変化量の合計とした。具体的には、破断後、破面部を突き合
わせて再結合－ボルト締めした後に試験片内径を測定し、予め測定した初期状態の内径と
の差を求め、上下と左右方向の差の合計を変形量とした。内径変形量が小さいほど破断性
が高いと判断した。
【００４３】
　また、試験片の破断面から５ｍｍ離れた断面において、硬さと、光学顕微鏡によりフェ
ライト体積率を測定した。
【００４４】
　試験片の破断前後の内径差と、硬さ及びフェライトの体積率との関係を調査した結果、
破断前後の内径差は硬さとフェライトの体積率に大きく影響されることが明らかとなった
。すなわち、全体の硬さが高いほど、かつフェライトが適度に存在する場合、特にフェラ
イト体積分率が６０％以上の場合に、衝撃破断したときの変形量が０．１００ｍｍ以下と
十分に小さいことが明らかとなった。
【００４５】
　続いて、Ｋ値を求めた時と同じ６８水準の鋼を用い、フェライト体積分率に及ぼす鋼の
合金元素量の影響を調べた。試験片は直径８ｍｍ、高さ１２ｍｍの形状であり、この試験
片を熱間加工再現装置を用いて１５０３Ｋに加熱後、１．０Ｋ／ｓの冷却速度で冷却しつ
つ、冷却途中の１３２３Ｋで高さ比６０％の圧縮加工を施し、さらに１．０Ｋ／ｓの冷却
速度で室温まで冷却した。その後、試料を中心線上で２分割し、試料の１／４厚さ部の組
織を光学顕微鏡を用いて観察し、フェライト体積率を調べた。合金元素量とフェライト体
積分率の関係を重回帰分析で求めた結果、下記（２）式で定義するＦ値が３．０（％）以
下の場合に６０％以上となり、破断変形量は０．７質量％のＣを含有する破断分割用の既
存非調質鋼を素材とした場合と同等以下の良好な値となった。このことから、該Ｆ値を３
．０以下に限定した。
Ｆ＝４．３×％Ｃ－０．２１×％Ｓｉ＋１．０×％Ｍｎ＋１．４×％Ｃｒ
　　　－１．９０×％Ｐ＋１．８％Ｖ－６．６×％Ｎ　・・（２）
　ここで、式中、％Ｃ、％Ｓｉ、％Ｍｎ、％Ｃｒ、％Ｐ、％Ｖ、及び％Ｎは、鋼中の含有
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量（質量％）である。
【００４６】
　さらに、鋼片の製造性指標となる溶融－凝固直後の熱間延性は熱間引張り試験で評価し
た。
【００４７】
　供試鋼は、Ｃ量：０．１１～０．５０％（質量％、以下同）、Ｓｉ：０．１５～１．４
１％、Ｍｎ：０．１７～２．４６％、Ｐ：０．００６～０．１１５％、Ｓ：０．００７～
０．１０８％、Ｃｒ：０．０２～１．００％、Ａｌ：０．００１～０．０３４％、Ｖ：０
～０．４５％、Ｔｉ：０～０．０５９％、Ｐｂ：０～０．２６０％、Ｃａ：０～０．００
４１％、Ｎ：０．００２２～０．０１４１％の成分組成の鋼９６水準である。
【００４８】
　試験片は直径１．０ｍｍ、長さ１００ｍｍの棒状とし、試料の中央部を石英チューブで
覆うとともに熱電対を取り付けた。これを引張り装置のついた通電加熱装置に取り付け、
両端部を銅の水冷帯で冷却しつつ通電加熱した。通電により試料中央部を加熱、溶融して
６０ｓ保持後、１０Ｋ／ｓで一定温度（１４７３Ｋ、１３７３Ｋ、および１２７３Ｋ）ま
で冷却し、各温度に３０ｓ保持後に歪み速度０．００５／Ｓで引張り破断した。熱間延性
の指標として破断後の絞り値を採用した。この絞り値が小さい鋼では、連続鋳造時の割れ
やキズが発生し易いと判断できる。
【００４９】
　これらの試験で、引張り破断温度１４７３Ｋ、１３７３Ｋ、および１２７３Ｋでの絞り
値を独立変数、合金元素を従属変数として重回帰計算し、重回帰式における各元素の重相
関係数（統計上有意と判断された元素のみ）と定数の平均値を求め、これらの数値を用い
て下記（３’）式のＲ値を得た。
Ｒ（％）＝４６．７－７．４×％Ｓｉ＋３７．７×％Ｍｎ－３４９×％Ｓ
－１２．０×％Ｖ－１７４×％Ａｌ－８６．６×％Ｐｂ・・（３’）
ここで、式中、％Ｓｉ、％Ｍｎ、％Ｖ、％Ａｌ、％Ｐｂ及び％Ｓは、鋼中の含有量（質量
％）である。
【００５０】
　連続鋳造で鋳片を製造する際、割れやキズを防止するためには、絞り値が高いほど有利
である。割れやキズの発生のし易さは鋳造機の構造と鋳造条件にも影響されるが、各種低
熱間延性の鋼の絞り値と、割れ、キズ発生頻度との関係を調査した結果により、絞り値が
３５％以上であれば連続鋳造時の割れやキズ発生頻度が十分低減されることが分かってい
る。上記（３’）式で求められるＲ値を３５以上に限定した。
【００５１】
　次に、本発明鋼の合金組成の限定理由について説明する。
【００５２】
　Ｃ：０．３０～０．４５質量％（以下、質量％表示とする）
　Ｃは部品として必要な強度を確保し、また鋼を脆化し良好な破断性を得るために０．３
０％以上が必要である。一方、Ｃ量を多くするとパーライトが増加して降伏比が低下する
ため、合金元素を調整して引張り強さや硬さを高くしても降伏強さがあまり向上しないば
かりか、破断性および被削性が低下するので、上限を０．４５％に限定する。また、Ｃは
Ｖと炭化物を形成し、フェライトを析出強化する。
【００５３】
　Ｓｉ：０．５０～０．８０％未満
　Ｓｉはフェライト変態を促進させてフェライト分率を増加させるのに必須な元素である
。また、フェライトを固溶強化すると共に延性を低下させる。フェライトの延性を低下さ
せるためには０．５０％以上にする必要がある。しかし、０．８０％以上にすると、著し
く熱間延性が低下する。
【００５４】
　Ｍｎ：０．７６～１．１７％
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　Ｍｎは、固溶強化元素であると同時にベイナイト変態を促進する元素であり、ベイナイ
ト発生防止のため上限を１．１７％とする。また、Ｍｎは鋼中のＳを硫化物として固定し
、熱間延性を高めるのに必要である。安定して高い熱間延性を得るため、下限を０．７６
％に限定する。
【００５５】
　Ｐ：０．０４０～０．０８０％
　Ｐはフェライト変態促進およびベイナイト変態抑制元素である。ベイナイト変態を抑制
するのに十分な効果を得るには、０．０４０％以上が必要である。多量に添加した場合、
熱間延性が低下して割れまたは疵が生じやすくなる。よって、０．０８０％以下に限定す
る。熱間延性確保の意味からは０．０６５％未満がなお好ましい。
【００５６】
　Ｓ：０．０４０～０．１１８％
　ＳはＭｎと結合してＭｎＳ粒子を形成して被削性を向上させる。十分な被削性を得るた
めに、下限を０．０４０％とする。しかし、多量に添加した場合、機械的性質の異方性が
大きくなることから上限を０．１１８％とする。
【００５７】
　Ｃｒ：０．０５～０．２０％
　ＣｒはＭｎと同様に固溶強化元素であると同時にベイナイト変態を促進する元素である
。引張り強さや硬さを確保するため、０．０５％以上添加する。しかし、ＣｒはＭｎより
もベイナイト変態を促進する効果が高いため、ベイナイト抑制のための０．２０％以下に
限定する。
【００５８】
　Ｖ：０．２７～０．４５％
　Ｖは炭窒化物を形成してフェライトを析出強化して、降伏強さ、引張り強さを向上させ
、かつ延性を低下させる元素である。またＶの炭窒化物はフェライト変態を促進する作用
があるため、低延性の微細フェライトが増大する。その結果、破断変形が低減すると共に
剥離等の破面のばらつきも減少する。これらの十分な効果を得るため、Ｖ量を０．２７％
以上に限定する。しかし、０．４５％超では効果が飽和し、コストも高くなる。
【００５９】
　Ｎ：０．００５０～０．０１４５％
　Ｎは主にＶ窒化物、Ｖ炭窒化物を形成して、ベイナイト変態抑制およびフェライト変態
促進をする元素である。これらの十分な効果を得るために、下限を０．００５０％とする
。過剰に添加すると熱間延性が低下して割れまたは疵が生じやすくなるので、上限を０．
０１４５％とする。
【００６０】
　本発明は上記成分を基本成分とするが、さらに選択的に含有させる成分について説明す
る。
【００６１】
　Ｃａ：０．０００５～０．００３０％、Ｚｒ：０．０００５～０．００３０％、Ｔｅ：
０．０００５～０．００３０％、Ｔｉ：０．００５～０．０５０％の内のいずれか１種ま
たは２種以上
　Ｃａ、Ｚｒ、Ｔｅ、Ｔｉはいずれも硫化物を微細化する効果が知られている。本発明に
おける微細硫化物の分散は、熱間鍛造直後のオーステナイト組織の粗大化を防止し、その
結果フェライト変態を促進する。またフェライト変態を促進することでベイナイト変態が
抑制される。これらの効果を期待するには、Ｃａ，Ｚｒ，Ｔｅは０．０００５％以上の添
加が必要であり、Ｔｉについては０．００５％以上の添加が必要となる。しかし、多量に
添加した場合に生成する粗大な酸化物、硫化物は、熱間延性および被削性の低下要因とな
るため、Ｃａ，Ｚｒ，Ｔｅの上限を０．００３０％、Ｔｉの上限を０．０５０％とする。
Ｔｉは硫化物を微細化してベイナイト変態を抑制する効果がある一方、窒化物を優先的に
形成するため、過剰に添加するとＶ窒化物の生成量を低減させてフェライト量が低減する
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好ましくない効果もある。このため、Ｔｉを添加する場合、０．０４０％以下がより好ま
しい。
【００６２】
　Ｐｂ：０．０１０～０．０５０％
　Ｐｂは被削性向上のために添加する。しかしＰｂは熱間延性を低下させる効果があるた
め、０．０５０％以下に限定する。十分な被削性向上の効果を発揮させるためには０．０
１０％以上を必要とする。
【００６３】
　その他の不可避的に含有された場合の合金元素について説明する。
【００６４】
　Ａｌ：０．０１０％以下
　Ａｌは上記（３’）式のとおり、熱間延性の低下要因になるため積極的に添加しない。
ＡｌはＡｌ酸化物として鋼中に分散し被削性を低下させるため、Ａｌを添加しない方が被
削性の確保のためにも有効である。不可避不純物としてのＡｌは０．０１０％以下とする
。
【００６５】
　Ｃｕ：０．１５％以下，Ｎｉ：０．１５％以下、Ｍｏ：０．０１％以下
　Ｃｕ、ＮｉおよびＭｏは任意に含有させることができる成分であって、微量であればコ
ンロッドの材質に対して特段の影響を及ぼさないが、いずれも焼入れ性を高めてベイナイ
トの変態を促進する効果がある。ベイナイト組織を防止する上で、不可避不純物として含
有されるＣｕ、Ｎｉはともに０．１５％以下、Ｍｏは０．０１％以下が望ましい。
【００６６】
　ＮｂはＶと同様に析出強化、組織微細化の効果があり、Ｖ：０．２７～０．４５％の一
部をＮｂに置換することは可能である。しかし、Ｎｂ炭窒化物はＶ炭窒化物と比較して固
溶温度が高く、素材棒鋼の製造工程において粗大化しやすいので、本発明では積極的に添
加しない。
【００６７】
　以上については、コンロッドを主眼に説明したが、現在のところ、コンロッド以外に破
断分割技術は普及していないものの、本発明は、コンロッドと同様に、正確な寸法精度で
の締結が必要な部品、あるいは組み付け精度と共に、保全作業上、取り外しと取り付けが
繰り返される部品へ適用できる。
【実施例】
【００６８】
　以下実施例に基づいて本発明を詳細に説明する。
【００６９】
　表１の組成を有する本発明鋼および比較鋼を１６ｋｇ真空溶解炉で溶解しインゴットと
した。これらインゴットを１４９３Ｋに加熱して直径５５ｍｍの棒鋼に鍛伸、放冷し、こ
れを評価用素材とした。
【００７０】
　始めに素材の溶融－凝固直後の熱間延性を前述と同じく熱間引張り試験で評価した。試
験片は直径１．０ｍｍ、長さ１００ｍｍの棒状とし、試料の中央部を石英チューブで覆う
とともに熱電対を取り付けた。これを引張り装置のついた通電加熱装置に取り付け、両端
部を銅の水冷帯で冷却しつつ通電加熱して試料中央部を溶融して６０ｓ保持後、１０Ｋ／
ｓで１２７３Ｋまで冷却して凝固させ、１２７３Ｋに３０ｓ保持後に引張り速度０．００
５ｍｍ／Ｓで引張り破断して破断後の絞り値を測定した。
【００７１】
　また、素材棒鋼を用いたコンロッドの組織、機械的特性、および破断性を調べるため、
鍛造コンロッド相当の試験片を熱間鍛造で作製した。具体的には、直径５５ｍｍの素材棒
鋼を１５０３Ｋに加熱後、棒鋼長さ方向と垂直に鍛造して厚さ２０ｍｍとし、続いて衝風
冷却により室温まで冷却した。冷却中１０７３Ｋから６７３Ｋ間の平均冷却速度は１．７



(12) JP 2010-77488 A 2010.4.8

10

20

30

40

Ｋ／ｓであった。冷却後の鍛造材から、（１）引張り試験片、（２）コンロッド大端部相
当形状の破断試験片を加工した。コンロッド大端部相当形状の破断試験片の形状寸法を図
１に示す。図１（ａ）に示すように試験片１は、８０ｍｍ×８０ｍｍ、厚さ１８ｍｍの板
形状の中央部に直径５０ｍｍの穴２を開けたものであり、直径５０ｍｍの穴内面上には、
鍛造前の素材棒鋼の長さ方向と垂直な方向に１８０°で相対する２カ所に、深さ１．０ｍ
ｍ、先端曲率０．５ｍｍの４５°Ｖノッチ３を加工した。さらに、図１（ｂ）に示すよう
に、直径８．０ｍｍの貫通穴４を中心線がノッチ加工側の側面から８．０ｍｍの位置とな
るように開けたものである。
【００７２】
　試験装置は割型と落錘試験機からなっている。割型は長方形の鋼材上に成形した円柱を
中心線に沿って２分割した形状で、片方が固定され、片方がレール上を移動する。２つの
半円柱のあわせ面にはくさび穴が加工されている。破断試験時には、試験片をこの割型に
はめ込み、くさびを入れて落錘の下に設置する。落錘は重さ２００ｋｇであり、ガイドに
沿って落下する仕組みである。落錘を落とすと、くさびが打ち込まれ、試験片は２つに引
張り破断される。なお、破断時に試験片が割型から遊離しないよう、試験片は割型に押し
つけられるよう周囲を固定されている。
【００７３】
　本実施例では、落錘高さ１００ｍｍで破断を行い、破断後の試験片を突き合わせてボル
ト締めし、破断方向および破断方向と垂直な方向の内径変化を測定した。
【００７４】
　また、破断面から５ｍｍ離れた断面上について、光学顕微鏡によりフェライト体積率を
測定すると共に、前記と同じ方法でミクロ組織を観察してベイナイト組織の有無を判断し
た。すなわち、硝酸アルコール希釈液（ナイタール）にて腐食した組織を２００倍の倍率
で光学顕微鏡観察し、白色で微量の炭化物が析出した不定形の粒をベイナイト粒として計
数した。初析フェライト粒とベイナイト粒の総数に占めるベイナイト粒の割合が３％未満
の時、ベイナイト組織は無いとし、フェライト・パーライトであると定義した。
【００７５】
　表１に熱間引張り試験後の絞り値、鍛造コンロッド再現材のベイナイト組織の有無、常
温での引張り試験結果、破断試験後の変形量（ＸＹ方向の内径変化量平均値）を示した。
【００７６】
　Ｎｏ．１～２４は本発明例である。いずれも、ベイナイト組織の発現はなく、フェライ
ト分率は６０％以上、熱間引張り試験の絞り値は３６％以上と良好である。また、常温引
張り試験試験の引張り強さと０．２％耐力は、それぞれ８６０ＭＰａ以上、６９５ＭＰａ
以上であり、本発明の目指す８５０ＭＰａ以上の引張り強さと６５０ＭＰａ以上の０．２
％耐力が実現している。
【００７７】
　これに対して、従来鋼Ｃ７０Ｓ６はＣ含有量が多いため、引張り強さ（ＴＳ）は１００
４Ｐａと高いものの、０．２％耐力は６２３ＭＰａと低い。
【００７８】
　Ｎｏ．２６～３９の比較鋼においては、Ｋ値の大きいＮｏ．２６，２７および２８にお
いてベイナイト組織が変態し、破断実験の変形量が大きくなっている。またＮｏ．２７，
２８，２９はＦ値が大きくフェライト分率が低く、やはり破断変形量が大きい。Ｎｏ．３
０，３１，３２，３８，３９はいずれもＲ値が低く、熱間引張り試験の絞り値が３５％未
満となっているため、工業的な鋼材の製造が困難である。Ｎｏ．３３～３７はＲ値が大き
いものの、Ｃａ，Ｚｒ、Ｔｅが多量に添加されており、これも熱間引張り試験の絞り値が
低い。
【００７９】
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【表１】

【図面の簡単な説明】
【００８０】
【図１】破断試験に用いたコンロッド大端部相当形状の試験片を示す図で、（ａ）は平面
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図、（ｂ）は側面図である。
【符号の説明】
【００８１】
１　試験片
２　穴
３　Ｖノッチ
４　貫通穴

【図１】
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